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第 20 回全国大会 
（立命館アジア太平洋大）のご案内 
 
第 20 回全国大会実行委員会 委員長 
三 好 皓 一（立命館アジア太平洋大学） 
来たる 2009 年 11 月 21 日（土）、22 日（日）、国際開
発学会第 20 回全国大会を立命館アジア太平洋大学（大
分県別府市）にて開催いたします。自由論題発表、企画
セッションを下記の通り募集しております。下記詳細を
ご覧のうえ 7 月 20 日（月）までに奮ってご応募下さい
ますようお願い申し上げます。 
記 
1. 大会日程 
 日 程：2009 年 11 月 21 日（土）、22 日（日） 
 会 場：立命館アジア太平洋大学 
http://www.apu.ac.jp/home/ 
 
〒874-8577  日本国大分県別府市十文字原 1-1 
http://www.apu.ac.jp/home/modules/keytopics/inde
x.php?id=226 
大会ウェッブサイト 
http://www.apu.ac.jp/rcaps/modules/internationala
ssociation/index.php?id=7&sel_lang=japanese 
 
２．自由論題発表／企画セッション申し込み方法 
7 月 20 日（月）までに自由論題発表／企画セッショ
ンの申込書をご提出ください。 
また、事務局からの報告プログラム確定通知に基づき、
9 月 30 日（水） までに発表原稿をご提出ください。 
⑴ 自由論題発表／企画セッションの申込 ： 7/20（月）
締切 
申込書に必要事項をご記入のうえ、E-mailの件名に
「国際開発学会第20回全国大会自由論題発表／企画セ
ッション申し込み」と記載し、7月20日（月）までに大会
実行委員会（jsid@apu.ac.jp）までお申し込みください。 
⑵ 発表原稿（報告論文掲載用）提出：9/30（水）締切 
E-mail の件名を「国際開発学会第 20 回全国大会自由
論題発表原稿／企画セッション発表原稿」としたうえで、
電子ファイル（※）を jsid@apu.ac.jp 宛にお送りくだ
さい。レイアウトの崩れ等を心配される場合は、PDF フ
ァイルに加工してお送りいただくか、ハードコピーを下
記までお送りいただくことをおすすめします。 
※MS word または PDF ファイルのみ可。図表・写真は
ファイルに貼りこみ完全版下の状態にしてください。 
※自由論題発表の持ち時間は 30 分（発表 20 分／質疑 8
分/交代 2 分）と想定して下さい。 
【原稿送付先】 
 ▼電子ファイル送付先： jsid@apu.ac.jp 
国際開発学会第 20 回全国大会実行委員会 
委員長 三好 皓一 行 
 ▼ハードコピー送付先： 
〒874-8577  大分県別府市十文字原 1-1 
立命館アジア太平洋大学 
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    国際開発学会第 20 回全国大会実行委員会 
    委員長 三 好 皓 一 行 
以上 
 
副会長からのメッセージ 
 
       副会長 高 橋 基 樹 
（大会組織委員長）（神戸大学） 
 
昨年（2008 年）秋の、西川潤会長
の下での新しい常任理事会の発足に 
伴い、副会長及び大会組織委員長の大任を仰せつかりま
した。微力ではありますが、何とか会員各位のご協力を
頂いて、大会を開催していきたいと思います。とりわけ、
ご自分の場所での大会開催を希望される会員の皆さんの
積極的なお申し出をお待ちしております。 
 豊田利久前会長、小生の前任者である佐藤寛副会長の
下では、大会の開催を全国的に展開する方針をとられ、
学会の裾野を大きく広げることに成功してこられました。
こうした方針を今後とも維持し、国際開発研究が、日本
の中の多様な地域と出会う機会をつくってまいりたいと
思います。 
 国際開発学会は来年で 20 周年を迎えます。国際開発
研究も黎明期を過ぎたと言わざるを得ません。本学会は
その存在意義を、広く学界ならびに社会に対して自ら語
れるようにならなければならないと思います。そのため
には、核となる「開発」という概念を問い直し、錬磨し
てゆく必要があります。その意味で、去る 2009 年 6 月
6 日に日本大学生物資源科学部で開かれた第 10 回春季
大会で「21 世紀の新たな開発論の構築」が共通論題とし
て掲げられたことは、正に時宜を得たものだったと言っ
てよいと思います。そして、このテーマを同大会にとど
めずに、今後ともさらに追求してゆくべきであると愚考
します。 
 大会組織委員会としては、各回大会の実行委員会に主
導権をとっていただきながら、開発論の再検討・再構築
という大きな課題を念頭に置いて、活発で充実した議論
が展開されるために、役割を果たしていきたいと思いま
す。さらに、その大きな課題に取り組むにあたっては、
各大会での議論が継続的なものとなり、知見の積み重ね
が行われていかなければなりません。もちろんこれは、
学会全体で対応すべきことですが、大会組織委員会とし
ても色々と知恵を絞っていきたいと考えております。 
 大会組織へのご協力、今後とも何とぞよろしくお願い
致します。 
 
第 10 回春季大会のセッション報告 
 
第 10 回春季大会実行委員長 
水 野 正 己 
標記大会は、準備段階で新型インフルエンザの流行に
よる開催の可否が懸念されたが、予定どおり 2009 年 6
月 6 日に日本大学湘南キャンパス（生物資源科学部）に
おいて、260 余名の参加者を得て開催された。 
 
共通論題セッション A：開発研究は何を目指すのか 
座長：佐藤仁（東京大学） 
午前中に実施された本セッションでは、二つの問いに
対する答えを深めることを通じて、開発研究の相対化を
試みた。1）開発研究の現状をどのように評価するか、2）
開発研究の将来をどのように展望するか。これらの問い
に対して 3 つの報告が行われた（予定されていた佐藤寛
氏の報告はキャンセルされた）。 
松岡俊二会員（早稲田大学）の報告「グローバル・サ
ステイナビリティ実現のための国際開発協力学の構築可
能性を考える」は、科研費を申請する際の分類における
開発研究の不在を問題視し、学術会議への働きかけを含
めた開発研究の制度化の必要性を、制度化の先行してい
る環境学との比較において論じた。また、今後必要な作
業として、開発主義の歴史を問い直すこと、さらに開発
研究がサステイナビリティの研究に収斂するだろうこと
が論じられた。 
野田真里会員（中部大学）の報告「グローバル化時代
における内発的発展からみた開発研究：タイ「足るを知
る経済」を中心に」は、タイの「足るを知る経済」を素
材に、昨今の強欲経済と市場原理主義の横行に警鐘を鳴
らし、開発研究の目的は現場の事例を参考にしながらオ
ルターナティブズを提示することであると主張した。 
戸田隆夫会員（JICA 研究所）の報告「社会変革の媒
体としての開発研究：「開発研究」のユーザーとしての開
発援助実務の視点」では、研究者の視野狭窄と実務界に
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おける成果主義の行き過ぎを問題視し、開発研究を実施
する研究者が「反逆者」である必要性を論じた。とくに、
実務家のもっている現場の暗黙知を形式知化していく努
力の必要性が指摘された。 
これら 3 つの報告に対して、討論者の高橋基樹会員（神
戸大学）から、開発研究の立ち位置を自覚する必要性、
時代性、他者性（国際開発ではなく、「開発研究」と呼ぶ
ことが当事者性の回復につながる可能性）などが提示さ
れ、今後もこのような企画を継続して実施する必要性が
示された。フロアからは活発な質問・コメントが投げか
けられたが、院生セッションと重なっていたために聴衆
に若手研究者・院生が少なかったことが残念であった。
本企画は学会創立 20 周年を目前に、開発研究の現状を
評価し、相対化する努力の一環として企画されたもので、
秋の全国大会でも同様の企画を継続していきたいと考え
る。（参加人数 50 人程度） 
 
共通論題セッション B：援助潮流の背景にある開発経済
理論の批判的再検討 
座長：下村恭民（法政大学） 
 途上国の人々の現状改善努力（開発）に対する支援の
試みは、「国際援助潮流」と向き合わなければならない。
国際援助潮流の背景には、多くの場合、経済学的な“理論
づけ”が存在するから、経済学的な“理論づけ”の意義およ
び限界に関する一定の理解が必要である。しかしながら、
現状では、支援の現場の人々と、国際援助潮流を操作す
る人々との間の対話はきわめて不十分であり、相互の理
解不足が顕著である。 
共通論題セッッション B では、学問領域と開発支援現
場の知的資産の「懸け橋」の試みとして、国際援助コミ
ュニティーの主要な機関が発信した潮流を取り上げ、背
景にある経済理論の「意義」と「限界・問題点」を検討
した。100 名近い参加者があり、世界銀行の「構造調整
アプローチ」を柳原透会員（拓殖大学）、UNDP の「人
間開発」を野上裕生会員（アジア経済研究所）、OECD
の「援助協調」を和田義郎会員（政策研究大学院大学）
が報告し、会員間の活発な討議が行われた。論議を通じ
て見出された以下の 3 点を特記したい。第一は、国際援
助潮流の背景にある「理論」がしばしば「理論＋価値（イ
デオロギーを含む）」の複合体であり、国際援助社会の価
値観の途上国への押し付けに対する防止策が重要である
こと。第二に、「開発の成果」とは何かを問い直すうえで、
「不足や欠如の克服」よりも「途上国の人々が持つ潜在
力の活用」を成果として重視する視点が求められること。
第三に、開発援助の大きなジレンマは、納税者と政策活
動の受益者が別であることにあり、そこから取引費用が
発生するが、その削減を考える際に「だれにとっての取
引費用を削減するのか」を常に問い直す視点が求められ
ること。 
人間開発と援助協調の限界・問題点に関する論議は十
分でなかったが、今回のささやかな試みを第一歩として、
学問領域と開発支援現場の「懸け橋」の強化を志向して
いきたい。 
 
BBL湘南セッション「湘南から開発の風」 
座長：朽木昭文（日本大学） 
白井さゆり教授（慶応大学）は、「IMF 融資制度と世
界経済危機」に関して講演した。IMF には低所得国と新
興経済に対して融資制度があり、第 1 に、後者の新興経
済を対象とした IMF 融資制度の変遷と改革に関して説
明をした。IMF は、1997 年のアジア通貨危機において、
融資制度を変更した。ファンダメンタルの良い国に対し
て、融資限度を設けず、返済期間を短くし、コンディシ
ョナリティーなしに融資できるようにした。その例が韓
国であった。しかし、この制度は、十分に機能しなかっ
た面もあったためにその反省を踏まえて 2009 年 3 月に
変更された。その変更点は、主にコンディショナリティ
ー、財政引き締め政策、金利引き上げに関する点であっ
た。第 2 に、1997 年のアジア通貨危機と近年の経済危
機における IMF の貢献に関して分析した。その結果と
して、近年の経済危機において EU の新興経済が大きな
恩恵を受けたことをデータで明らかにした。 
林薫教授（文教大学）は、『ポスト PRSP パラダイム
の展開：「一般財政支援」「公共財政管理」にどう取り組
むか』に関して講演した。林教授は、特に日本の「一般
財政支援」（general budget support: GBS）と「公共財
政管理」（public financial management: PFM） の融資
制度について説明した。この 2 つの融資制度は、ノン・
プロジェクト融資であり、日本であまり活発でないと指
摘し、今後の一層の活用を促した。公共財政管理には、
Public Investment Program （ PIP ） と Public 
Expenditure Management（PEM）がある。これらを
適切に使用するために、キャパシティー・ビルディング
をし、取引費用を減らすべきことを林教授は指摘した。
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「一般財政支援」と「公共財政管理」は相乗効果がある
ことも指摘した。日本の援助はプロジェクト援助が中心
であったという認識があるかもしれないが、以前から「見
返り資金」など「一般財政支援」の形態が存在したこと
を指摘した。林教授は、公共財政管理に対する国内改革
を提案した。その提案は、成果基準予算であり、中期予
算枠組みの設定である。 
 BBL 湘南セッションは、IMF の融資制度と日本の「一
般財政支援」と「公共財政管理」の理解を深めるのに有
益であった。全体の質疑応答では、IMF 改革は現実に実
施されているのか、また、日本で「一般財政支援」と「公
共財政管理」の認識が相対的に低いのは事実かという疑
問が発せられた。 
 
共通論題シンポジウム：21世紀の新たな開発論の構築 
コーディネーター：朽木昭文（日本大学）  
国際開発学会第 10 回春季大会は、「21 世紀の新たな開
発論の構築」というテーマに対して「共通論題セッショ
ンＡ」、 「共通論題セッション B」、「BBL 湘南セッショ
ン」、「共通論題シンポジウム」の 4 部構成で取り組んだ。
世界を巻き込んだ金融危機、経済不況により、「ワシント
ン・コンセンサス」に基づく開発は再検討が求められて
いる。本大会は、既存のパラダイムを超える国際開発の
理論構築と実践の提起に向けた第一歩を目指した。 
これにより、本学会で今後の研究の方向を模索した。
議論は以下のように要約される。 
ワシントン・コンセンサスは、その計量分析に関して
統計的根拠が薄弱である場合があることが指摘された。
計量分析の厳密な試み必要性が説かれた。人間開発指数
に関して、A.K.Sen は、社会的選択（Social Choice）の
理論から貧困を分析したことが指摘された。これは、市
場の効率の観点に加えて、ある価値基準を導入すること
により社会的選択を行うというA.K.Sen の貢献である。
この点で貧困分析に関して理論分析が一歩進んだ。援助
に関しては、市場を重視する新古典派の考え方に対して
市場が完全ではない点を取引費用の理論により分析が一
歩 前 進 し た と い う 指 摘 が あ っ た 。 こ れ は 、
O.E.Williamson の応用である。河合正弘アジア開発銀
行研究所長は、Stiglitz の不完全競争状態の経済分析、
たとえば「情報の非対称性」の分析の重要性を指摘した。
原洋之介教授（政策研究大学院大学）は、新古典派の 1
部門モデル分析ではなく、2 部門モデル、そこに農業部
門を含むモデルの不均衡分析の重要性を指摘した。以上
を総合して共通する点は、統計分析の厳密化の必要とと
もに、新古典派の経済理論とは異なる途上国の分析に適
した不完全競争の理論分析が必要であるという点である。
この点の理論研究が今後必要である。この理論分析に加
えて、途上国の「暗黙知」に関する現地研究（地域研究）
が必要である。暗黙知は、完全競争と不完全競争の間を
埋めるものである。それは、経済学でなく、社会学、人
類学などの方が適切に分析できる場合が多い。 
河合正弘所長は、「経済のグローバル化と国際金融機関
改革」のタイトルで講演した。その要旨は次のとおりで
ある。経済のグローバル化（市場経済システムの世界的
規模での拡大・浸透）は急速なスピードで進んできたが、
2008 年秋から深刻化した世界金融・経済危機は経済のグ
ローバル化や市場経済システムそのものに大きな疑問を
投げかけている。とりわけ、発展途上・新興経済諸国に
とって、どのように経済のグローバル化に取り組んでい
くべきかが大きな課題になっている。IMF、世界銀行、
地域開発銀行など国際金融機関は、途上国・新興国がこ
うした課題に取り組むための支援を強化する必要がある
が、これまでのやり方では限界がある。この報告では、
途上国・新興国が経済グローバル化の利益を最大化しそ
のコストを最小化するために、みずからどのようなアプ
ローチをとっていくべきか、国際金融機関はどのような
改革を行ってこれら諸国を支援していくべきかを検討す
る。具体的には、各国にとっては市場経済システムの浸
透にともない経済統治能力（各種の制度構築や政策形
成・実行能力）の強化が必要になることを指摘し、その
観点からワシントン・コンセンサスを見直すべきことを
述べる。また、IMF や世界銀行はグローバルな問題（世
界金融危機、気候変動、貧困問題）に特化し、各国・地
域の具体的な問題については地域的な国際金融機関が緊
密に取り組んでいくべきことを論じた。 
原洋之介教授は、「『開発』を今こそどう捉えるべき
か？」について講演した。その要旨は次のとおりである。
過去四半世紀、経済政策とそれを根拠付ける経済学にお
いて、「市場原理主義」が登場し優勢を誇示した。しかし、
前世紀末のアジア経済危機から現在の世界規模の金融・
経済危機にいたる出来事の連鎖の中で、それは退場して
いった。このことを念頭において報告では、ケインズの
論考を再読することを通じて、開発経済学のあり方につ
いて問題提起を試みた。具体的には、金融から農業まで
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の異質な経済セクターからなる 
国民・地域経済の全体をどう捉えるべきかについて論
じた。 
この後に、下村恭民教授が共通論題セッション B につ
いて要約し、佐藤仁教授が共通論題セッション A につい
て要約した（その内容は各セッションの要約にある）。以
上を総合して、湘南コンセンサスとして 6 つの点が指摘
された。 
1） 市場経済ではなく、途上国の「非市場経済」（不
完全競争）の分析が重要である。 
2） 非市場経済の分析は、「暗黙知」の研究が必要で
あり、経済学のみではなく、社会学、人類学など多
面的なアプローチが必要である。 
3） その際、「理論分析」、「計量分析」、「地域研究」（現
場主義）の 3 つの総合が必要である。 
4） 「日本研究」を途上国の開発のための立場からや
り直す意味がある。 
5） 「外部条件の変化」を考慮すべきである。途上地
域の開発の単位は、国だけではなく、広く国を超え
た地域、せまく国の中の都市を単位としたほうが良
い場合がある。 
6） 国単位とする時に「農業の役割」の見直しが必要
である。 
以上の点について、国際開発学会による研究への貢献
が期待される。 
 
セッション1：社会開発（1） 
座長：半澤和夫（日本大学） 
各報告の主要な論点と議論は次の通りである。 
1） 川瀬淳一（JICA 専門家）報告 
ザンビアの村落開発事業の実施評価に関する報告で、
定量的分析の結果、社会関係資本が増加したケースと、
村落内の事業運営やあり方等により減少したケーもみら
れた。同事業への参加程度を示す具体的な数字の提示、
貯蓄額よりも再投資の重要性、村の定義などに関する議
論があった。 
2） 伊藤ゆうこ（広島大学・院）報告 
モニタリングツールとして 3 層 5 段階思考法の活用を
検討した報告で、ケニアの半乾燥地域農村開発事業にお
ける生活環境改善を事例として分析した。参加型開発の
理念、ファシリテーションの意味などに関する議論があ
った。 
3） 源由理子（明治大学）報告 
 災害復興過程の生活再建と社会関係資本との関係に
ついての報告で、スマトラ沖地震による津波の被害を受
けたスリランカ東部州を事例に考察した。住民組織のリ
ーダーシップやメンバーの信頼関係がプラスにもマイナ
スにも影響しているが、参加型におけるエンパワメント
の重要性を指摘した。災害と紛争との関係などについて
の議論があった。 
4） 松村亮（アイ・アール・エム）・柴山知也（早稲
田大学）報告 
 第 3 報告と同じく、インド洋大津波災害に関するも
ので、被災者の住宅再建プロセスにおけるステークホル
ダー間の関係についてインドネシアとスリランカを対象
に分析した。両国のネットワーク構造は基本的には同じ
であるが、関係性に強弱があることを明らかにした。情
報へのアクセス、公平性の調整などについての議論があ
った。 
第 1・2 報告については西川芳昭会員（名古屋大学）
が、第 3・4 報告については荒木美奈子会員（お茶の水
女子大学）が主にコメントした。第 3・4 報告の共通コ
メントとして、ネットワーク・アプローチの簡略化、定
性的データの利用などが議論された。 
セッションの参加数は 30 名程度で、熱心な討論がで
きたと思われる。座長の不手際により全体討論ができな
かった。報告時間はほぼ守られたが、基礎知識の説明に
時間を費やしたため、核心部分の報告が十分でなかった
ケースがみられた。 
 
セッション2：持続的開発の諸側面 
座長：絵所秀紀（法政大学） 
本セッションの報告者は 5 名、コメンテーターは坂井
秀吉会員（東北大学）と山形辰史会員（アジア経済研究
所）であった。 
野上裕生「『持続可能な発展』指標から見た政府の役割」
は、数多くの持続可能な発展指標が作成されているにも
かかわらず、そうした指標を利用する際に政府の役割が
明確に位置づけられていない点を指摘し、政府の役割を
考慮した時に要求される指標作成の方向を提示したもの
である。坂井会員から「環境保全と完全雇用の両立」下
での人々の生活水準はどうなるのかという問題が提起さ
れた。 
中川利香「公的債務管理の制度構築と国債市場育成の
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重要性」は、公的債務管理の制度構築に関し、マレーシ
アの成功事例から政策インプリケーションを得ようとし
たものである。国債市場育成問題を単なる金融市場発展
の問題としてではなく、財政問題を含む包括的な発展戦
略として捉えることが必要であること、および対外債務
に過度に依存しないためにも国債市場の育成が必要であ
ると論じた。坂井会員から、マレーシアではいまだ国債
流通市場が十分に発展しているとはいえないとの指摘が
なされた。 
中村和敏「途上国における賃金形態の経済分析」は、
インドネシア労働統計の個票データを用いて、現物賃金
が存在する仮説を検討したものである。山形会員から、
「現物賃金」をどう定義するのか、業種による相違など
をさらに検討する必要性が指摘された。 
笹岡雄一「東アフリカにおける民主化と分権化―紛争
にいたる構造とプロセスー」はケニアとウガンダを比較
しながら、水平的不平等仮説の妥当性を論じたものであ
る。坂井会員から「何故不平等が生るのか」という紛争
の本質的な原因に関する考察が必要であるとの指摘がお
こなわれた。 
亀井信孝「生計調査におけるフィールドワークの活用
―コートジボワールの障害者調査の事例―」は、「障害と
開発」調査の課題をテーマにしたもので、障害をもつ研
究者・調査員の活用、および「生態人類学アプローチ」
が有効であると論じた。 
なお本セッションの参加者数は 15-25 名と少なめであ
った。 
 
セッション3：院生セッション（1） 
座長：吉田和浩（広島大学） 
最 初 の 発 表 ”Promoting Youth Initiatives as a 
Peace-Building Strategy: A Case of National Youth 
Council in Post-conflict Timor-Leste”（Aiko Chakir 氏、
早稲田大学）は、東チモール最大規模の青年団体 CNJTL
を事例に、否定的に見られがちな青年組織が和平構築に
積極的に貢献しうる点を社会調査の結果から示した。青
年団体が持つ肯定的、否定的な役割のメカニズムを対比
的に示すなど論点を明確にする工夫についてコメントが
寄せられた。 
”The Determinants of Fertility in Rural Lao PDR – 
Issues and Prospect”（Alay Phonvisay 氏、神戸大学）
は、女性の属性、家計の収入、公共サービスなどから、
出産に影響を与える要因を OLS 回帰分析を用いて分析
し、出生率を下げるために草の根レベルでの女性向けの
教育の重要性を指摘した。出生率の高さは常に問題視さ
れるものではない点、政策誘導、学校教育以外の多様な
教育も要因となりうる点、などのコメントが出された。 
「マラウィにおける初等教育無償化政策と地方分権化
政策下での親の学校参加」（荘所真理氏、神戸大学）は、
半構造化インタビューの結果から、政府と親の間にある
教育責任に対する認識の落差、親の学校参加の度合いの
コミュニティーによる差が生み出している学校間の各種
格差を指摘した。親の参加と試験結果に認められた相関
関係に対して、単相関ではなく、コミュニティー特性を
コントロールする必要性がコメントとして寄せられた。 
「教育の質向上に向けた「技術協力」という媒介の在
り方」（中条真帆、東京大学）はボリビアの事業を事例に、
教育協力事業に関わる既存研究のテーマが、移転される
技術が持つ中心的機能に向けられ、周辺的機能・効果が
軽視されている点をフィールドワークから示し、日本の
経験移転型の事業形態がテーマ設定に影響していると指
摘した。報告者の問い設定が誤解を招きやすい点、一事
例の考察結果であることの制約、などのコメントが寄せ
られた。 
 セッションは異なるテーマを扱っていたため総括的な
議論はなされなかったが活発な質疑応答が行われた。聴
衆約 20 名強であった。 
 
セッション4：院生セッション（2） 
座長：鈴木 紀（国立民族学博物館） 
本セッションでは大学院生 4 人の発表があった。参加
者は約 30 名で、各発表の後に活発な質疑応答が行われ
た。セッション全体の共通テーマはなかったので、以下
には各報告の概要を記す。 
１） 「植林事業導入における現地ニーズの把握の重要
性：ケニア・コースト州キリフィ地区における在来果
樹（IFT）植林を事例として」（東京大学・院、福嶋崇）
は、ケニア・キリフィ地区における在来果樹（IFT）
植林事業における現地ニーズの把握を目的とし、IFT
の選好／利用度調査により IFT の市場性の低さ、伐採
による減少メカニズムなどを明らかにした。栄養源
（生活面）、生物多様性の保全（環境面）、伝統知識の
保全（社会経済面）など様々な面で意義のある IFT 植
林の実施にあたり、事業者は調査を通じ把握した現地
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ニーズを勘案して事業設計する必要がある。 
２） 「ケニアにおける土地制度改革：National Land 
Policy （final draft）からの一考察」（神戸大学・院、
太田妃樹）は、2007 年、ケニアで公表された「国家
土地政策（最終草案）」の内容を、所謂「慣習的権利
のフォーマル化」であるとした。これは、適切な権利
確定作業を通じた権利登記による権利保障を志向す
るため、事後的な救済には力点が置かれていない。土
地に対する権利保障の観点からは、公式・非公式な紛
争解決制度を通じた権利主張がだれにでも開かれる
必要性を認識した制度構築の必要性が指摘されよう。  
３） 「カンボジア縫製業労働者の職務意識：労働意欲に
影響を与える社会文化的要因の分析」（神戸大学・院、
米満愛）は、2008 年 8 月～9 月にかけて実施した労働
者 121 名に対する聞き取り調査の結果から、近代的工
業労働力としてカンボジア縫製業労働者を捉える場
合、彼らの労働意欲に影響を与えていると考えられる
社会文化的要因を読み解くことを目的とした。調査結
果から、労働者は金銭的なインセンティブのみならず、
職場における個人の人間関係を非常に重視している
ことが読み取られた。この点は、近代的工業労働力の
形成を促すための労務管理のあり方への論点にもな
ると考えられる。 
４） 「協働という名の集権化：フィリピンにおける森林
資源管理を事例として」（東京大学・院、椙本歩美）
は、協働を誰が必要としたのかという問いから協働型
森林管理の意味を再考し、援助後における住民組織と
森林官の異なる対応から、地域の社会文化や人間関係
にもとづく利害調整によって実施されることを明ら
かにした。実施過程では森林政策の課題や関係者への
不十分な権限委譲を問わないという意味で、協働が森
林管理の集権性を隠してしまう可能性を指摘した。 
 
セッション5：援助 
座長：三好皓一（立命館アジア太平洋大学） 
本セッションでは、4 つの報告を基に、吉田恒昭会員
（東京大学）、林薫会員（文教大学）からのコメント、ま
た、フロアーからの参加を得て活発な議論がなされた。
参加者は 36 名。青山厚子（名古屋大学）ほかの報告「保
健医療分野の国際イニシアティブ・第 2 報－途上国現場
での実施状況とパートナーシップ」では、国際イニシア
ティブ、パートナーシップの実施状況とその効果につい
て、カンボジアの母子保健、エイズ対策、結核対策の事
例を基に報告がなされた。国際イニシアティブ、パート
ナーシップの優先課題への取り組みの弱さと開発パート
ナーの現場での協調の不足について指摘するともに、途
上国のオーナーシップの向上、途上国の調整能力、ガバ
ナンス、アカウンタビリティの改善・強化及び保健医療
システム強化の必要性が指摘された。これに対して、ワ
ーキング・グループの持続性に対する議論の進展状況、
財政的な視点の重要性、また、統計整備の困難さ等が議
論された。 
近藤久洋（東京国際大学）・小林誉明（JICA 研究所）
ほか報告「アジア地域新興ドナーのインパクト：受入国
からみた援助の多様性」では、被援助国のカンボジアに
おける新興ドナーの援助インパクトについての現地調査
結果が報告された。新興ドナーの伝統ドナーに対する異
質性が喧伝されるが、案件形成過程や受入国の裨益につ
いては異質とまで言えない点、また、被援助国側は援助
資金の量的拡大と伝統ドナーに代わる質的オルタナティ
ブの提供として肯定的に認識している点が論じられた。 
これに対して、新興国の援助とかつての日本の援助との
類似性、また、中国の援助情報の被援助国での確保の可
能性等について議論された。 
志賀裕朗（JICA 研究所）報告「インドは既存援助秩
序への挑戦者となるか―インド援助の現状と方向性」で
は、援助動機に焦点を当てインド援助の沿革と現状、ま
た、今後の方向性が展望された。インドの冷戦期の援助
戦略の転換と多様な国益追求のための多面的な援助展開
への変化、また、DAC 諸国の認識や既存研究における
固定的なイメージに基づくインド援助についての予測の
不適切性が示された。これに対して、インドの援助に対
する国内議論の無さ、過去の援助受け入れ経験の援助政
策への影響等について議論された。 
於勢泰子（（株）かいはつマネジメント・コンサルティ
ング）報告「PDM の「外部条件」の本来の役割を考え
る‐JICA 技術協力プロジェクトの中間・終了時評価を
事例として‐」では、報告者の JICA プロジェクトの中
間・終了時評価の経験に基づき、「外部条件」の誤解・誤
用の現実が指摘され、「外部条件」の本来の役割を踏まえ
たうえでの PDM を用いたプロジェクト評価のあり方が
提案された。これに対して、プロジェクト・デザインに
おける外部条件の重要性等について議論された。 
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セッション6（企画）：グローバリゼーションと開発 
座長：大坪 滋（名古屋大学） 
本企画セッションは、名古屋大学大学院国際開発研究
科での科研費研究『グローバリゼーション下の途上国開
発戦略の統合研究：「国際開発経済学」の構築』による学
際的共同研究の成果物『グローバリゼーションと開発』
（2009 年、勁草書房）の内容紹介と、その後の世界金融
危機の途上国開発への影響やグローバル・システム変革
を議論するために開催された。セッションは、導入.『グ
ローバリゼーションと開発』への学際的取組み、2．経
済活動のグローバリゼーションと経済成長、不平等、貧
困削減（大坪滋）、3．グローバリゼーションとグローバ
ル・ガバナンス（木村宏恒）、4．地球温暖化問題と国際
協力（藤川清史）、5．グローバリゼーションと紛争・戦
争（中西久枝）、6．グローバリゼーションと途上国農村
（伊東早苗）、7．グローバリゼーションと国際人口移動
（浅川 晃広）、番外. 世界金融・経済危機の原因と影響
（大坪滋）という経済、政治・制度、文化・社会課題を
網羅した盛りだくさんなものであった。 
総勢 30 名程度の参加を得て活発な議論を展開した。
フロアからは現在進行中の世界金融・経済危機の原因に
関するグローバル・インバランスについての質問や、世
界的な資金フローの中でタックス・ヘブン規制の重要性
についてのコメント、途上国からの資金逆流下でのトー
ビン税の有効性について等の質問がなされ、これに応ず
る形で番外編のプレゼンも行なわれた。 
「グローバリゼーション下の主要開発課題」から幾つ
か主要なモノを選び、 史実、研究成果を紹介し、 今後
多極化の進むグローバル経済社会下でのシステム構築・
再構築とその下での「開発」の行く末を会員諸氏と議論
した訳であるが、プレゼンター一同、有意義な時を過ご
せたと感じており、参加者に御礼申し上げたい。国際開
発学会は先に『国際開発とグローバリゼーション』を、
学会シリーズ出版の一環として刊行しているが、こうい
う時であるからこそ、このようなセッションを学会企画
としても主催するべきであったと考えている。世界シス
テムの再編は、「開発学」の将来を考える際にも、最重要
事項の１つであるからである。 
 
セッション７：社会開発（2） 
座長：磯田厚子（女子栄養大学） 
穂坂光彦（日本福祉大学） 
本セッションでは、急な事情により、指定討論者であ
る磯田厚子（女子栄養大学）と穂坂光彦（日本福祉大学）
が交互に臨時座長を務めた。報告はいずれもアジア都市の
居住改善を事例とした内容で、参加者は約 30 名であった。 
轟由紀会員（国連人間居住計画）「People’s Process：
住民主体の居住開発アプローチ」は、国連ハビタート実
施の住民による居住開発プロセスを支援するツールの、
各地への適用とその効果の報告である。これに対し、ツ
ールの背景にあるスリランカの経験を踏まえたツールの
相対化と、明瞭な概念規定に基づく適用を分析すべきこ
とが指摘された。 
小早川裕子会員（東洋大学・院）「住民の土地取得事業
選択と社会関係資本の蓄積過程についての考察」は、フ
ィリピン・セブ市での都市貧困層16コミュニティの事例
分析をし、外部とのブリッジが促進要因であるとの仮説
を提示した。社会関係資本の蓄積の測定方法、またリー
ダーシップ等も含めた重層的分析の必要性が指摘された。 
秋谷公博会員（東洋大学）「コミュニティネットワーク
を通したスラムの自立型開発における開発プロセスに関
する研究」では、タイのアユタヤでの事例を基に、貯蓄
活動を基盤とするスラム開発がコミュニティ相互のネッ
トワークに支えられる新しい動きが分析された。穂坂は、
対象事例の位置づけを明示することと、より構造的な仮
説枠組で分析することを助言した。 
森川真樹会員（国際協力機構）「パキスタンにおける都
市住環境整備事業から見た組織学習に関する考察」は、
「学習する組織」の概念とフレームを用いる事業評価の
可能性の試行的検討である。エンパワーメントやキャパ
シティービルディングなどの概念・視点との重複もあり
その特徴を明確にした分析の必要性が提起された。 
会場からは、住民組織ないしインフォーマル部門と行
政との関係、制度の変容プロセス、コミュニティの定義
等について、コメントや質問が出され、住民組織や地域
のガバナンスといったキーワードで熱心な議論がなされ
た。時間の制限もあろうが、総じてやや結論を急ぐ報告
が多かった。現場での調査や実務を踏まえた研究であり、
データをして語らせる実証プロセスをさらにハイライト
してほしいものである。 
 
セッション8：教育 
座長：佐藤眞理子（筑波大学） 
本セッション「教育」では 3 課題の報告があった。關
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谷武司会員（関西学院大学）の「中米ホンジュラス共和
国初等教育における縦断的就学・追跡調査―就学状況の
概要と開発―」、YUKI Takako 会員（JICA Research 
Institute）・UCHIDA Rina 会員（ JICA Research 
Institute） “Schooling and Studying Time at Home – 
Empirical Study at Rural Indonesia”、OSAKA Hitoshi
会員（九州大学）・DIAWARA Barassou 会員（九州大学・
院）の “Empirical Analysis on Education Development 
in Africa”の 3 報告である。討論者は北村友人会員（名古
屋大学）と馬場卓也会員（広島大学）である。關谷会員
の課題は入念な現地調査をもとに「真のコーホート法」
によりホンジュラスの就学・在籍状況を明らかにした研
究であった。TAKANO 会員・UCHIDA 会員はインドネ
シア村落部での家庭学習時間について統計手法からアプ
ローチした研究である。DIAWARA 会員はサブサハラ・
アフリカの教育生産関数と教育援助の役割から教育開発
が経済発展に及ぼす影響を調査した研究である。關谷会
員は小学校の卒業率を上げるには就学時年齢を正規の 6
歳に就学させることが重要であることを明らかにした。
YUKI 会員他はインドネシアをフィールドに私立学校で
はなく公立学校を設立することの必要性を指摘した。
DIAWARA 会員他の研究は公教育費は初等・中等・高等
教育に関連すること、就学率は両親の収入に関連するこ
と、死亡率は就学率に負に関連することを明らかにした。
また教育援助は教育水準に関連し、今後も教育援助が重
要であることを指摘した。3 報告であったが、時間が足
らなくなるほど、約 25 名の参加者から多くの質問、コ
メントがあり、活発な討議がされた。 
 
セッション9：環境 
座長：北脇秀敏（東洋大学） 
 本セッションには約 20 名の参加があり、次の４課題
の報告がなされ、討議者より熱のこもったコメントと質
問がなされた。 
 第１報告、三宅博之会員（北九州市立大学）の「JICA
による廃棄物管理能力強化プロジェクトに対する社会配
慮的視点からの考察 －バングラデシュ・ダカ市の
CBSWM を事例として－」では、JICA 開発調査等によ
り行われた地域社会内での廃棄物管理組織による収集ア
プローチ（WBA）の特徴を検証した。これに対し討議者
からは WBA の定義、ツールとしての重要性、評価基準
などに関する疑問点などが提出され、議論を行った。 
第 2 報告、鬼木俊次会員（国際農林水産業研究センタ
ー）の「モンゴルウランバートルへの牧民の移住と過放
牧問題」では、ウランバートル北部に定住した牧民の調
査から出身地、移住理由、経済状況などに関する報告が
なされた。これに対し討議者からは移住時期による移住
理由の違い、経営戦略が過放牧対策にどう反映されるか
などの質疑が行われた。 
 第 3 報告、室伏陽貴会員（内閣府経済社会総合研究所）
の「Environmental Latecomer's in Chinese Provinces」
では、発表時に補足的和文題目として「中国の各地域に
おいて、経済発展の度合いの違いが環境汚染にどのよう
な影響を与えているのか」のテーマで発表がなされた。
発表では環境クズネッツ曲線による解析手法を基に中国
29 省の排水、排出ガス、固形廃棄物などについて行った
分析結果が紹介された。これに対し討議者からは排汚費
や産業構造との関係などが質問された。 
第 4 報告、金城盛彦会員（東海大学）の「CFCs 排出
減の要因分析～グローバルコモンズ管理におけるガバナ
ンスの有効性の検証～」では、オゾン層破壊物質の排出
要因について推計式を用いて構造変化テストによる解析
結果が示された。討議者からは代替物質の開発が CFCs
排出減に及ぼした影響が大きい点が指摘された。 
 
セッション10：コミュニティの生産・生活 
座長：加藤 宏（JICA 研究所） 
本セッションでは三つの報告が行われた。 
山下（北海道大学）・大野（神戸国際大学）報告は、森
林資源の保全と持続的利用に関して、コミュニティ住民
のインセンティブと先進国消費者の倫理的行動を促すイ
ンセンティブをつなぐメカニズムとして、フェアトレー
ド及び木材認証制度の組み合わせが有効たりえると論じ
た。コメントとして、事例に基づく住民のかかわりの具
体的な分析が必要、また、議論の前提として森林保全の
ための国内、国際アプローチのうちあえて後者に依拠す
る必要性の説明が必要、などの点が指摘された。 
石川報告（東京大学・院）は、SRI（System of Rice 
Intensification）についてインドネシア西部ジャワにお
ける村落での事例を紹介しつつ、自然及び社会条件に制
約されやすいなどの問題点はあるが、SRI が緑の革命の
代替および農民の貧困削減及び人間の安全保障の向上の
貢献において可能性を有すると論じた。コメントとして、
マクロ的な性格を有する取り組み（緑の革命）と SRI の
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違いを認識すべき、データの取り方の厳密性を検証すべ
き、等の点が指摘された。 
黒川報告（JICA 研究所）は、東北タイにおける一村
一品運動の事例分析を紹介しつつ、一村一品運動が、住
民のコミュニティ意識の高揚、ローカルな資源の活用可
能性の発見の促しなどを通じてコミュニティの自立的な
発展の契機となり得ると論じた。また、そのような可能
性の具現化のために各地でなされている試みを豊富な事
例で紹介した。 
三つの報告は、個別事例から出発して一般的なインプ
リケーションの抽出を試みる野心的なものであった。そ
のような報告の性格上、やむを得ざることではあったが、
エビデンスに基づく実証という点において更なる研究の
深化が期待されるものであった。セッションには約 40
名の聴衆の参加があった。 
 
セッション11（企画）：人類学と開発援助 
座長：関根久雄（筑波大学） 
本セッションは、『国際開発研究』17 巻 2 号における
特集「人類学と開発援助」に連動した企画であり、以下
の各報告はそこに掲載された論文の内容を踏まえたもの
である。特集を誌上に留めず、直接的なディスカッショ
ンを通じて内容をより深めることを目的として企画され
た。参加者は約 50 名であった。 
第 1 報告「身体的経験としての開発実践～趣旨説明に
かえて～」（関根久雄会員、筑波大学）では、人類学（者）
と開発援助の実務との相互関係を切りひらくことを目的
とする本セッションの趣旨説明を行うと共に、全体の議
論の前提として、人類学的アプローチの特徴や研究分野
としての特性、「人類学的」行為・ふるまいの要件につい
ての報告があった。 
第 2 報告「開発実践のフィールドワーク－『わたした
ちが変わる場』づくり－」（小國和子会員、日本福祉大学）
では、開発援助の現場でフィールドワークを行う意義と
課題について、カンボジアにおける報告者自身の実践事
例（特に対象社会に対する学び手となるという立場と内
省に重点を置いて体験的に理解を深めてゆくエントリー
活動の事例）を通じて考察を行った。 
第 3 報告「開発援助プロジェクト評価手法に対する文
化人類学の視点」（鈴木紀会員、国立民族学博物館）では、
ログフレームを使った従来の開発援助プロジェクトの評
価手法とそれに付随した調査の問題点を検討し、その改
善のために文化人類学的な調査手法である民族誌の視点
が有効であることをポスト開発批判的な立場から提言し、
開発援助における人類学的実践の可能性が検討された。 
 第 4 報告「開発援助の『成果』とはなにか－現場にお
ける人類学者の悩み－」（内藤順子会員、日本学術振興会
特別研究員）では、チリにおける医療協力プロジェクト
の現場経験における報告者自身の「悩み」を起点にして、
人類学者が実践において「成果を出す」ことの意味につ
いて検討を行った。 
第 5 報告「『利用者』からみた人類学への期待」（花谷
厚会員、JICA 研究所）では、開発援助実践と人類学（者）
との間にある「断絶」を埋めてゆく可能性とその方法を、
「利用者」である開発援助実施機関に従事する者の立場
から検討を行った。報告では、キャパシティ・ディベロ
ップメントが援助の文脈で注目される現状において、そ
の過程を明示するための手法として民族誌の有効性が示
唆され、そこに人類学者（異文化社会の理解を指向する
学問的アプローチ全般を指す）と実務者との協働の可能
性が検討された。 
 以上 5 つの報告に対して、フロアから多くの質問及び
コメントが出され、活発な議論が行われた。 
 
セッション12（企画）：日本の地域振興と国際協力 
座長：木全洋一郎（国際協力機構） 
本企画セッションでは、約30名の参加者を得て、以下
の4報告とそれに基づく質疑応答・意見交換が行われた。 
功能聡子会員（いりあい・よりあい・まなびあいネッ
トワーク）「途上国と日本の農村開発－何が接点なのか？
－」では、カンボジアと日本の農村開発事例を比較して、
「（当事者の）意識のあり方」、「（内部者と外部者との）
関係性」、「生業」の 3 つの視点から抱えている問題構造
の類似性を指摘した。 
澤池多恵子会員（（有）エクシディア）、辰己佳寿子会
員（山口大学）「JICA 研修受入れが日本の地域振興に与
える影響－山口県阿武町を事例に－」では、山口県阿武
町での JICA 研修を事例に、研修受入によって阿武町の
集落内のアクター間のネットワークがどのように変容し
たのかを考察した。 
木全洋一郎（国際協力機構）「日本の地域振興における
国際協力の意義－6 つの地域事例による比較検討－」で
は、群馬県甘楽富岡地域、滋賀県甲良町、長崎県小値賀
町、山口県阿武町、徳島県上勝町、長野県松本市の６つ
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の地域の国際協力事例を通じて、地域振興戦略の中に国
際協力をいかに位置づけ、どういった効果を得たかを考
察し、その効果をあげるための仕組みを検討した。 
西川芳昭（名古屋大学）「農村部における地域振興の能
力と制度構築－JICA 研修をきっかけとした地域におけ
る国際協力の開発論における意義」では、改めて途上国
と日本の地域が置かれている状況の同時代性を指摘し、
双方の当事者が手本交換として空間を共有することの重
要性、そしてそれを媒体する者の役割を述べた。 
コメンテーターの佐藤仁（東京大学）からは、今回の
テーマの中で、“研究”を必要とすべき問題設定はどこに
あるのかという指摘がなされた。考えられる問題設定と
しては、「研修」という協力アプローチの優位性はどこに
あるのか？経験（暗黙知）は移転可能なのか？といった
ものであった。 
またフロアからは、日本の地域の内部と外部を繋ぐキ
ーパーソンは育成し得るものなのか？といった質問や、
形式知は市場・行政で形成されるものに対して、暗黙知
はコミュニティで形成されるものなので、主体者同士で
共有することが暗黙知の移転につながるのではないか、
といったコメントがあった。このように、途上国と日本
の地域がともに学びあえるための経験共有の重要性
をフロアと共有できた点において有意義なセッション
であった。 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
関西支部報告 
支部長： 小川啓一（神戸大学） 
関西支部では、6 月 24 日に木寺昌人氏（外務省国際
協力局長）をお招きして、研究会を開催しました。 
＜第 40 回関西支部研究会＞ 
開催日：2009 年 6 月 24 日（水）15：00-17：00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：国際協力の現状と課題 
発表者：木寺昌人氏（外務省国際協力局長） 
参加者：50 名（学会員 35 名） 
報告の要点 
? 日本の GDP は世界で 2 番目の大きさであり、国際会
議に出席する際や国際機関で働く際にはその大きさ
を認識しておかないと、他の国が日本に対して抱く像
と自分達が認識している日本の像の間にずれが生じ
てしまう。 
? 日本の ODA の総額はこの 12 年間低下し続け、かつて
は世界第 1 位であったものが世界第 5 位に転落した。
さらに ODA の GNI 比は 0.17%しかない。 
? 平成21年度のODA重点事項の6項目の中でも特に官
民連携が重要であると考えられる。さらに、民間の事
業サイクルと合わせるために、円借款のサイクルを短
くする必要がある。 
? アフリカの問題は世界の問題であり、これに関与しな
いのでは先進国とは言えないという人道的な側面と、
アフリカから国連に 53 カ国が参加しており無視する
ことはできないという外交的側面の 2 つの観点ら
TICADⅣが開催された。 
? 現在のアフリカの状況は、平和が定着し始め、大陸全
体としても年率 5%超の経済成長を遂げており、前向
きな兆しが見られる。 
? TICADⅣでは、2012 年までに対アフリカ向け ODA
の倍増が決定され、その主な分野として、①広域イン
フラ整備、②農業・食糧支援、③貿易・投資の促進、
④コミュニティ開発、⑤教育と人材育成、⑥保健・医
療、⑦水開発、⑧環境である。そしてこの対アフリカ
向け ODA 倍増計画達成のために、今年の前半までに
約 100 件の協力準備調査が行われている。 
? 日本の ODA の評判が高いのは、他の国々と異なり、
専門家が現地に入って現地の人と一緒に協力するか
らであると考えられる。この「ODA は人である」と
言える ODA は今後も継続されていくべきである。 
報告後、国際機関で働くために必要なスキルや、役立
つ制度（インターンなど）、日本の ODA の文化的な側
面、日本の ODA の質・効率、官民連携、保健分野にお
ける人材育成、援助協調などについて活発な議論が行わ
れた。 
 
広 島 支 部  
支部長： 池田秀雄（広島大学） 
広島支部では、以下の通り支部長、幹事の新体制を発
足させました。 
支部長：池田秀雄（広島大） 
幹 事：金原達夫（広島修道大） 
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    鈴木基義（広島大） 
    高橋与志（広島大） 
    馬場卓也（広島大） 
    柾本伸悦（広島経済大） 
    森嶋 彰（広島修道大） 
支部会員の皆様には、今後とも支部活動へのご支援ご
協力のほどよろしくお願いいたします。 
また、7 月 10 日（金）に 2008/2009 年度第 1 回支部
研究会を開催する予定です（本 NL 発行時点では開催済
みです）。 
第 1 回支部研究会 
日 時： 2009 年 7 月 10 日（金）, 14：00－17：00 
会 場：広島大学大学院国際協力研究科大会議室 
報 告：Prof. Carl WinslØw 
（University of Copenhagen） 
The anthropological theory in didactics of 
mathematics and an application to analyse 
international studies of mathematics education（数
学教授における文化人類学的アプローチと数学教育国際
研究へのその応用について） 
言 語： 英語 
コメントおよびモデレーター 馬場卓也（広島大学） 
 
東海支部 
支部長： 穂坂光彦（日本福祉大学） 
東海支部は、2009 年 4 月から 6 月に次の研究会を開
催しました。 
第1回研究会 
○日 時：4 月 28 日（火）18:30～20:30 
○場 所：名古屋大学大学院国際開発研究科 
8 階オーディトリアム 
○参加者：24 人 
○講 師：Stuart Rutherford 
○講演タイトル：'General-purpose microfinance: some 
theory and some practice' 
○概 要： 
バングラデシュ、インド、南アフリカにおける貧困
世帯の家計管理に関する調査結果をまとめた近刊
（Portfolios of the Poor）の内容と、講師がバングラ
デシュで運営するマイクロファイナンス機関
（SafeSave）で導入した、新しい金融商品の話を中心
に講演していただきました。（講演言語は英語、通訳
なし） 
○講師プロフィール： 
Stuart Rutherford works in microfinance as a 
practitioner, teacher, consultant and writer. In 
1996 in Bangladesh he founded the MFI SafeSave, 
which aims to serve poor slum dwellers with 
general-purpose money management services, as 
opposed to microenterprise financing. His 
best-known book is The Poor and Their Money, a 
description of the money management behaviour of 
poor people in developing countries: a new updated 
edition will appear this summer. He is also the 
co-author of Portfolios of the Poor, to be published 
next month: the book reviews the results of detailed 
research into financial management in poor 
households in Bangladesh, India and South Africa. 
More information can be found on the websites 
thepoorandtheirmoney.com, safesave.org, and 
portfoliosofthepoor.com. 
 
第 2 回研究会 
○日 時：5 月 13 日（水）19:00～20:30 
○場 所： 『男女共同参画プラザ』会議室 
○参加者：4 人 
○共 催：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
○テーマ：人材流動化時代の外国人労働者と企業 
○講 師：多賀弘顕さん（共立総研主任研究員） 
○概 要： 
少子高齢化による労働力不足と 3K 職場を嫌う日本
人の職業観の広がりから外国人労働者が増加してき
ましたが、そのほとんどは働く場を間接雇用の現場に
限定されています。間接雇用が現在のように広がった
最大の理由は、雇用の調整弁です。折りしも発生した
世界同時不況が日本経済を震撼させていますが、企業
がこの状況を生き残るうえで、調整弁としての間接雇
用労働者はまさにその役割を果たしました。そして外
国人労働者の多くはその中でも真っ先に解雇される
存在として、それこそ「使い捨て」の労働者として企
業に認識されている現状が浮かび上がっています。し
かし、このような働き方、働かせ方が正しいのか。本
当に企業の、日本のためになるのでしょうか。数十年
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後の日本が今以上の存在であるためには、日本の経
済・産業を支えている外国人労働者が、企業価値を高
め、日本社会に寄与する存在でなくてはなりません。
そのために、企業だけでなく、国や行政、市民までさ
まざまな人が、今何をすべきなのかを考えることが必
要なのではないかと思うのです。皆さんのご意見も交
えながら、主に労働者としてのこれからの外国人受入
のあり方を検討できればと思います。 
○講師プロフィール 
1971 年大垣市生まれ。南山大学外国語学部を卒業
後、大垣共立銀行に入行。2001 年に財団法人国際
金融情報センタ （ーJCIF）に出向し、アルゼンチン、
チリなどの南米諸国を担当。南米との縁がここで生ま
れる。2003 年から共立総合研究所に出向し現在にい
たる。これまで、岐阜県国際交流センターや中部経済
産業局などから多文化共生、外国人労働者問題などに
関する調査委託を受けながら「外国人との共生」をメ
インテーマに調査研究活動を続けてきた。息子の野球
と娘のバレエに情熱をささげる。 
 
第 3 回研究会及び合宿 
○日 程：2009 年 6 月 19 日（金）～20 日（土） 
○場 所：愛知県名古屋市、岐阜県郡上市 
○参加者：8 人 
○テーマ：「日本の開発経験 地元でおカネを循環して関
係づくり・地域づくり」 
○共 催：日本福祉大学アジア福祉社会開発研究セン
ター地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
○概 要： 
コミュニティ・ユース・バンク momo は東海地方初
の NPO バンクです。これからこの地域で暮らす若者
たちの「子や孫がこのまちでずっと暮らしていけるよ
うに」という想いがこめられています。市民の出資金
を、NPO/NGO など社会問題を解決する事業を行う個
人・団体へ融資をしています。つまり、地域のお金を
介して市民企業を掘り起こし、お金を地域に還元して
生活と環境を豊かにする事業を応援するしくみです。 
2009 年度国際開発学会東海支部の合宿では、オー
プンセミナーにてコミュニティ・ユース・バンク
momo の代表理事、木村真樹さんのお話をお聞きした
後、同バンクの融資先である、岐阜県郡上市で活動す
る「こうじびら山の家」を訪問しました。また、郡上
市では、「こうじびら山の家」もメンバーになってい
る「郡上市交流移住推進協議会」も訪ね、平成 20 年
度｢立ちあがる農山漁村」に選定された、「ビスター
リ・マーム」の昼食をいただきながら、お話もお聞き
しました。 
○スケジュール： 
6 月 19 日（金）  
10:00～12:00 オープンセミナー 
「地元でおカネを循環して関係づくり・地域づくり」 
講 師：木村真樹さん（コミュニティ・ユース・バ
ンク momo 代表理事） 
場 所：日本福祉大学名古屋キャンパス 北館 7 階
7B 14:30～16:30（郡上市総合文化センタ
ー4 階第 1 大会議室） 
「郡上市交流移住推進協議会」 
小池弘さん（郡上市交流移住推進協議会会長） 
三島真さん（郡上市交流移住推進協議会副会長） 
郡上市役所市長公室企画課  
17:00～18:00 明宝温泉 
18:30 夕食・懇親会（「こうじびら山の家」宿泊） 
6 月 20 日（土） 
 9:00～11:00 「こうじびら山の家」 
北村周さん（NPO 法人こうじビラ山の家 代表） 
十文字美世子さん（NPO 法人こうじビラ山の家 
副代表） 
＜地域を知るガイドツアー＞ 
山の家の成り立ちから、地域と人々の暮らし方、
その背景にある社会の移り変わりを知る など 
11:30～13:30 昼食＆ビスターリ・マームのお話 
石田賀代子さん（ビスターリ・マーム 代表） 
15:00 名古屋市内にて解散 
 
第 4 回研究会 
○日 時：6 月 27 日（土）10:30～12:45 
○場 所：鈴鹿国際大学 国際文化ホール 
○参加者：25 人 
○共 催：鈴鹿国際大学・開発と文化研究センター 
（シウダック） 
○テーマ：「国際開発のキーワードはビジネス・コミュニ
ケーション」 
○パネリスト： 
バーサ・ドゥ・バブコック（香港市立大学教授） 
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ジョセフ・ドュースライト（鈴鹿国際大学特任講師） 
深谷 香椎（鈴鹿国際大学教授）（モデレーター兼任） 
○プログラム： 
10:30－11:00 深谷 香椎 
 日本におけるビジネス・コミュニケーション教育
と日本の職場での日本人と外国人間のコミュニケ
ーション問題 
11:00－11:40 バブコック、バーサ・ドゥ 
 Teaching Business Communication in Asia（ア
ジアにおけるビジネス・コミュニケーション教授
法）（英語） 
11:40－11:50 休憩 
11:50－12:20 ドュースライト、ジョセフ 
  IT を使ったコミュニケーション強化策 
12:20－12:40 質疑応答（日本語通訳） 
国際開発学会東海支部事務局 
（JASID-Tokai Secretariat） 
連絡先 E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
 （支部事務局長：伊藤かおり） 
Web site 
: http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊ JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の
報告はレフリー付きです。 
＊ 支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連
絡先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊ 学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方
は、事務局までご連絡ください。東海支部の会費は
無料です。ML での情報提供などを行っています。 
 
 「生活改善アプローチの開発協力への適
用」研究部会(略称「生活改善」部会) 
主査： 柳原 透（拓殖大学） 
tyanagi@ner.takushoku-u.ac.jp 
本部会は、2006 年 11 月 25 日の理事会・会員総会で
設立が承認され、2007 年 11 月 24 日の理事会・会員総
会および 2008 年 11 月 22 日の理事会・会員総会で継続
が承認された。毎回、生活改善アプローチと（and/or） 開
発協力 に関心を持つ多くの方々の参加を得て、自由闊達
な情報交換、討議、交流の場を提供してきた。また、本
研究部会の運営に当たっては、実務界の関心に適切に応
えその成果が有効に活用されるよう、企画・実施・点検・
評価の全段階において実務界との密接な関係を持つこと
に努めてきた。その重要な一環として、JICA 筑波セン
ターの研修および技術協力プロジェクトに関して同時進
行での連携関係を構築することができた。2008 年 1-3
月には、それまでの活動を踏まえて検討会と研究会での
討議を通じて今後の方針の再検討を行い、以下のような
方針についての大筋においての合意を得た。 
 「生活改善アプローチ」の明確化・再提示のために、
以下の調査研究を行う。 
A. 文献調査（「生活改善アプローチ」関連文書） 
「生活改善アプローチ」関連の文書（研究会議事録な
どを含む）に反映されている多様な問題関心を再確認し、
開発協力への適用の視点から比較検討し評価する。 
B. 比較研究（他のアプローチの比較） 
Livelihood Approach、FAO の SPFS （食糧安全保障
特別プログラム）、工場改善など、他の（開発）アプロー
チとの比較により「生活改善アプローチ」の特徴付けを
行い、その独自の意義を明確にする。 
C.事例研究 
JICA の技術協力プロジェクト（PAPROSOC 等）・研
修・協力隊事業などでの「生活改善アプローチ」の適用
事例の検討を行うことにより、その意義と成果そして適
用に際しての実際上の課題について確認する。 
D.総合 
A～C の結果を総合することにより「生活改善アプロ
ーチ」の明確化・再提示を行う。 
前回の NL 報告後の主な活動を以下に記す。 
第 18 回研究会 4 月 18 日（土） 14:30 - 17:30   
於：JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
「生活改善アプローチ」試案の提示と検討（その 1） 
  柳原 透（拓殖大学、本研究部会主査） 
第 19 回研究会 5 月 30 日（土） 14:30 - 17:30   
於：JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
「生活改善アプローチ」試案の提示と検討（その 2） 
  柳原 透（拓殖大学、本研究部会主査） 
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第 20 回研究会 6 月 20 日（土） 14:30 - 17:30 
於：JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
① 「JOCV の活動体験から学んだこと～ボリビアの女
性グループとの活動を通じて～」 
② 河野 久（元：16-1、ボリビア・村落開発普及員） 
③ 「シャーガス病対策における生活改善アプローチの
適用」 
④ 笠原 泰生（元：18-3、エルサルバドル・感染症対策） 
⑤ 「グアテマラ・シャーガス病対策プロジェクトフェ
ーズ 2（持続的監視システムの構築）」 
加藤 麻子（同プロジェクト専門家（業務調整/
住民参加）） 
研究会は原則として毎月第 3土曜日に JICA-TICで開
催しており、上記 A～C に関する報告と討議を中心とし
て進めています。詳細については毎回学会 NL でご案内
します。次回は 7 月 18 日（土） 14:30-17:30 を予定し
ています。 
以上 
 
国際環境協力研究部会 
主査：北脇秀敏（東洋大学） 
 当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下水道、
ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における国際協力手
法の研究を目的として活動を継続しております。ここに
最近の活動経過と今後の活動予定とを報告します。 
① 国際環境協力研究部会講演会開催予定 
 第 25 回の研究部会講演会では、水道分野の国際協力
に豊富な経験を持つ（社）国際厚生事業団の菅原氏にご
出講いただき、同事業団の果たしてきた役割を検証し、
今後の水道分野の国際協力のあるべき姿などについて意
見交換を行いたいと考えています。なお資料準備の関係
上出席ご希望の方は下記までご一報下さい。 
テ ー マ：国際厚生事業団の水道分野の国際協力につい
て（仮） 
話題提供：（社）国際厚生事業団事業部長 菅原繁氏 
日  時：平成 21 年 9 月 26 日（土）午後 2 時～5 時 
    （終了後有志による懇親会） 
場  所：〒112-0001 東京都文京区白山 2-36-5 
     東洋大学白山第二キャンパス B203 教室 
     都営地下鉄三田線白山駅から徒歩６分 
連 絡 先：東洋大学国際地域学部北脇研究室 
     電話・FAX 03-5844-2240 
     E-mail: kitawaki＠toyonet.toyo.ac.jp 
 
「日本の地域振興と国際協力」研究部会 
主査： 木全 洋一郎（JICA） 
本部会では、2009 年 4 月から 6 月まで、以下のよう
な活動を実施してきました。 
 
１．研究部会 
第 10 回研究部会 
日 時：5 月 9 日（土）15：00～17：00 
場 所：JICA 東京セミナールーム 15 
出席者：15 名 
報告テーマ・発表者： 
熊本県芦北町の国際交流・国際協力  
 芦北町役場（熊本県庁出向中） 寺川 廣治 
報告要旨： 
芦北町では平成 6 年に現在の町長になって以来、姉妹
都市提携は町長が代わるとインセンティブが弱まってい
くため、敢えて実施しない方針としている。 
他方で平成 7 年の国際化検討委員会で子供たちが途上
国のことを学ぶ重要性が答申として出されたのを契機に、
カンボジアに学校建設をする協力をしている。青年海外
協力隊の OB が学校でカンボジアに関する講演をして
「なぜ協力をするのか」を理解した上で、学校単位で募
金をして集めた資金で NGO を通じて学校を建設した。
そして建設した学校に子供たちを派遣する事業もしてい
る。派遣された子供たちが帰国後に自発的に募金活動の
中心的な役割を果たしている。また国際交流まつりで
ALT がお国の料理を販売した売り上げや住民たちが不
用品をもちよってのチャリティバザーの収益金も募金さ
れている。また、農業体験と絡めて、子供たちが田植え
から虫取り、稲刈り・脱穀までの一連のプロセスを体験
して作ったお米を国際交流まつりで売ることで、その収
益を募金している。 
その他に、芦北町国際交流協会が県の海外技術研修員
受入事業として、カンボジアから教員を受け入れて小学
校の音楽の先生として研修をしている。また、自治体職
員交流事業として韓国から町役場に研修生を受け入れた
り、JICA 草の根技術協力でニカラグアからも町役場に
－ 16 － 
研修生を受け入れたりしている。また英国にも派遣事業
を続けており、受入を続けている英国側のグループが「英
日協会」を立ち上げて、芦北を訪問するといった相互交
流が続いている。 
こうした協力・交流を踏まえて、町役場自身が職員を
青年海外協力隊に現職参加させることとなった。自分が
初代で、現在 3 人目がガーナに派遣されようとしている。
現職として派遣されたため、帰国後はできるだけ町内の
小中学校で話をするなど、町全体にその経験をフィード
バックしようとしている。 
芦北町では国際交流を子供たちを中心とした人材育成
事業と位置づけて、海外を知ることで自分たちの地域資
源を知るきっかけとして、まちづくりにつなげることを
考えている。 
 
２．「地域づくり×青年海外協力隊－開発途上国から日
本の地域へ－」シンポジウム 
日 時：5 月 10 日（土）14：00～17：00 
場 所：JICA 地球ひろば 講堂 
出席者：約 200 名 
パネラー： 
寺川 廣治氏（芦北町役場 現在熊本県庁出向中） 
佐竹 直子氏（新潟県長岡子育てライン「三尺玉ネッ
ト」代表、多世代交流館になニ～ナ代表 
田谷 徹氏（田谷農園） 
 本部会と JICA との共催、総務省および農林水産省の
後援で、3 名の元青年海外協力隊の OB/OG の方にパネ
ラーとして招き、協力隊という途上国での活動経験がど
う活かされているのか、その中での自身の役割はどうい
ったものなのかといった途上国での経験と今の日本の地
域活動との接点についてお話いただいた。 
 3 名は、行政、子育て支援、農業経営と分野は違って
いても、それぞれの隊員経験を生かして、地元住民と協
働して地域振興を担っている点で共通していた。隊員活
動を経て、地元に戻った 3 人が地元での活動を盛り上げ
るために必要とするのは、異口同音に「地元の人に主体
的に動いてもらうように、あきらめずに気長に働きかけ
て、自分は黒子に徹する」ということであった。 
 寺川氏は隊員経験をしたことで、地元を内から見る目
と外から見る目の両方から見るようになり、住民の話も
じっくり聞くようになったと言う。佐竹氏は隊員経験で
「とにかく動く」ことが染み付き、帰国後は地域で子育
てをしているお母さんを支援するため敢えて既存の保育
園に入らずに活動をしている。田谷氏は隊員でインドネ
シアでの農村活動の経験から自分で何でもやってしまう
のではなく何かが出てくるまで「待つ」ことを学び、今
でも地域でできるだけ自分が主にならない形で盛り上げ
ることをしている。 
 シンポジウムでは、フロアからも隊員経験を踏まえて
地域づくりをしている事例や問題意識が披露されたり、
パネラーへの質問も多く出されて、活発な議論が行われ
た。また、会場に地域振興のポスターやちらし、総務省
の「集落支援員」、農水省の「田舎で働き隊」の資料が展
示され、参加者の関心を呼んだ。 
 今回のシンポジウムは、国際協力の関心層の中で、日
本の地域の問題にも関心をもち、途上国での協力経験を
日本の地域振興に貢献させようと考えている者が多数い
ることが確認できた。今後はこうしたシンポジウムは地
方でも開催されることが期待されている。 
3． 春季大会での企画セッション（6月 6日） 
 本学会の春季大会で、企画セッション「日本の地域振
興と国際協力」として発表を行いました。このセッショ
ンでは、「日本の地域での国際協力活動がいかに日本の地
域振興に寄与しうるか？」をメインテーマとして 4 人が
報告を行いました。詳細は、春季大会報告を参照下さい。 
 本部会に関するお問い合わせ・お申し込みは、
info_chiiki@yahoo.co.jp へお願いします。 
 
院 生 部 会 
主査：大垣俊朗（東京大学） 
■□院生部会からのお知らせ□■ 
■第162回院生部会 7月 18 日（土）早稲田大学アジア
太平洋研究科にて開催！ 
しばらく開催しておりませんでした院生部会の月例
勉強会ですが、次回第 162 回月例勉強会を早稲田大学ア
ジア太平洋研究科にて開催致します。今後も広く研究交
流を行いますので、研究会開催をご希望の大学・研究科・
研究室がございましたらお知らせくださいませ。 
【第 162 回院生部会】 
日 時：2009 年 7 月 18 日（土）13:00-18:30、 
終了後交流会 
場 所：早稲田大学アジア太平洋研究科 
19 号館 710 教室 
－ 17 － 
発表者：早稲田大学アジア太平洋研究科より 4 名、 
他 1 名 
発表言語：日本語または英語 
参加ご希望の方は、お名前・ご所属を下記までお送り
くださいませ。 
 
■参加者&発表者募集！ 院生部会 関西セッション 
10月 24日（土）・25日（日）京都大学にて開催！ 
今秋 10 月 24 日（土）・25 日（日）に、研究交流を目
的とした院生部会の関西セッションを、1 泊 2 日で京都
大学にて開催いたします。関西・東京の院生、学部生、
実務者、研究者の皆様の参加をお待ちしております。ま
た、研究発表をしたいという、関西の院生の発表者を募
集しておりますので、ご希望の方は下記までご連絡くだ
さいませ。交流会・ディスカッションも行いますので、
神戸・大阪・京都・名古屋周辺の学生の方、関西の学生
と研究での交流したい東京の学生の方は挙ってご参加く
ださい。なお、合同の宿泊所も提供しております（有料・
3000 円程度：定員 30 名）ので、ご希望の方はご連絡く
ださいませ。 
【概 要】 
日 時：2009 年 10 月 24 日（土）13 時開会・研究発表、
交流会 21 時 30 分～、25 日（日）研究発表 10
時から、13 時から討論会「これからの開発はど
こへ向かうのか」（予定）（1 泊 2 日）（詳細はウ
ェブにて） 
内 容：研究発表・質疑、交流会、討論会 
場 所：京都大学吉田キャンパス内講義室 
対 象：大学院生、その他学部生、実務家、研究者など
関心をお持ちの方 
定 員：80 名 
参加費：なし（宿泊費 3000 円・交流会費 2000 円は各自
負担） 
【参加希望者】 
お名前・ご所属・参加日・交流会参加有無・宿泊手配
有無を、9 月 30 日までに下記にご連絡ください。 
※宿泊について：1 泊 3000 円のゲストハウスを 30 名分
予約（7 月末まで）してございますので、ご希望の方
はお早めにお申し込みくださいませ。 
【発表希望者】 
お名前・ご所属・発表タイトル・概要（400 字）・ご
連絡先・発表希望コマを、8 月 30 日までに下記にご連絡
ください。希望者が多い場合には、9 月上旬に部会スタ
ッフによる選考を行います。 
 
■参加者募集 学会発表プロジェクト 
「大学院国際協力教育・国際開発研究潮流について」 
院生部会では、第 20 回全国大会にて学会発表を行う
ため、現在準備しており、プロジェクト参加者を募集し
ております。 
① 大学院国際協力教育 
これからの国際協力・開発分野の人材育成に当たって
重要な大学院の国際協力教育の環境について、学生・教
員へのアンケート、企業・関連機関（JICA など予定）
のインタビューを実施します。 
② 国際開発研究潮流 
日本と世界の国際開発研究潮流について、前回は分野
の偏重を提示しましたが、今回は時系列的な潮流につい
て、世界の状況・政策・他分野の潮流との関連について、
ジャーナルのパネルデータ等を用いて分析いたします。 
下記運営スタッフ募集欄にあるスケジュールで準備して
まいりますので、ご関心をお持ちの方はご連絡ください。 
 
■運営スタッフ募集中！ 
国際開発学会院生部会では、運営スタッフを募集して
おります。今期は通常の月例研究会に加え、研究交流を
目的とした関西セッション、大学院国際協力教育につい
ての学会発表（学生アンケート・関連機関インタビュー
実施）を行いますが、研究会の運営や、アンケートの集
計・分析、インタビュー、あるいは研究の議論を一緒に
行う運営スタッフが不足しております。そこで、首都圏
あるいは関西で、国際協力・開発を学ぶ大学院生の皆さ
んに、活動のご協力を頂きたく、下記の通り運営スタッ
フを募集する次第です。負担は小さいですし、研究交流
のネットワークを活用して、ご自身の研究を深めること
もできると思いますので、お気軽にお問い合わせくだ
さい。 
＜院生部会運営スタッフ募集＞ 
【MTG 頻度】 
2 週に 1 回程度（月例研究会前、他に月 1 回） 
【運営スタッフの主な仕事】 
○月例研究会の運営・発信（8 月以降の首都圏月例研
究会、関西セッション＠京都大学） 
○学会発表（国際協力大学院教育について）：アンケー
－ 18 － 
ト発送（7 月 17 日-19 日）、回収（9 月上旬）：首都
圏・関西、分析（9 月、10 月）、インタビュ （ーJICA・
コンサル・UNDP・ADB などを予定）（9 月）、研究
議論（10 月）、学会発表&準備（11 月 24 日・25 日） 
【募集対象】国際協力・開発を学ぶ大学院生（修士・博
士問わず：首都圏および関西） 
【応 募】お名前・ご所属（学年）・ご連絡先・携わりた
い仕事を明記の上、下記までご連絡ください。 
 
■お問い合わせ・お申込先 
ホームページ：http://www.jasidg.org 
メール：mail@jasidg.org 電話：090-1610-8516 
（主査：大 垣 俊 朗・東京大学） 
 
第 48 回理事会の議事録 
本部事務局長 野田真里（中部大学） 
日 時：2009 年 6 月 6 日（土） 12:15-13:15 
場 所：日本大学湘南キャンパス 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭民副会長、
高橋基樹副会長、磯田厚子、勝俣誠、鈴木紀、山形辰
史各常任理事、野田真里事務局長、青山温子、新井泉、
荒木美奈子、絵所秀紀、加藤宏、佐藤仁、豊田利久、
野上裕生、藤倉良、松岡俊二、三好皓一、牟田博光、
吉田 恒昭各理事 
 議事次第  
報告事項 
１．20周年記念事業の進捗について 
下村副会長より、20 周年記念事業について、報告が
なされた。①2010 年秋季全国大会の前夜のイベント、②
若手研究者（40 歳以下）の国際研究交流支援、③特別セ
ッション「開発研究の方法論を問い直す」、④学会の 20
年の歴史を総括する『20 年史』の発行 
２．2009 年度特別活動基金の修正について 
勝俣常任理事より、特別活動基金の翌年度繰越金につ
いて次のとおり訂正がなされた。（誤）1,838,965 円（正）
1,738,965 円。 
３．第20回全国大会について 
高橋副会長より、第 20 回全国大会は、11 月 21 日、
22 日に、立命館アジア太平洋大学（立命館 APU）にて
開催されることが報告された。 
４．第 20 回全国大会における韓国国際開発協力学会
（KAIDEC）との連携について 
山形常任理事より、KAIDEC との交流事業として、第
20 回全国大会において、ジョイントセッションを企画し
ていることが報告された。テーマは、「Emerging 
Donors」で検討中。 
５． 来年以降の春季大会、全国大会の開催場所について 
高橋副会長より、次年度春季大会は北海道大学、全国
大会は早稲田大学での開催が検討されていることが報告
された。 
６．会員名簿の作成について 
磯田常任理事より、会員名簿の作成について報告がな
された。 
返信のない会員、宛先不明戻りの会員の掲載方法につ
いては、個人情報の観点から検討を要するので、関係者
へ問い合わせることが確認された。2006 年に作成した名
簿は、実用性に乏しかったので、できるだけ、たくさん
載せる方針で作成することが確認された。 
７．入会申込書の改訂等について 
野田事務局長より、入会申込書の改訂について報告が
なされた。 
社会人学生、収入のある学生は、正会員として入会し
てもらえるようにするが、規定は困難なので、常識的な
判断を促す形にすることが確認された。文面は、常任理
事会で決める。 
８．会員の入会、退会について 
 野田事務局長より、新規入会者、退会者が報告された。
入会者は 69 名、退会者は 5 名であった。 
９．元NY支部について 
野田事務局長より、元 NY 支部について報告がなされ
た。会員数が分からない、学会費の滞納状況が分からな
い、連絡がつかないということで、引き続き調査を継続
するが、9 月時点で元 NY 支部の処遇を決めることが確
認された。 
10.「常任理事会内規」について 
西川会長より、「常任理事会内規」について報告がな
された。 
内規の性質によっては、承認するのは理事会が適切で
はないか、決定事項によっては内規という名称は不適切
ではないかなど活発な議論があった。常任理事会で改め
て、「内規」の内容を検討し、理事会の承認事項としたほ
－ 19 － 
うが妥当な項目がないかどうか、提案を整理しなおして、
理事会に諮ることが確認された。 
 
協議事項 
１．20周年記念事業特別委員会の設置にともなう特別活
動基金の執行および予算の組み替えについて 
下村副会長より、20 周年記念事業の実施財源として、
特別活動基金 1,738,965 円と前年度繰越金をあわせて、
400 万円程度とすることが提案され、承認された。 
２．学協会サポートセンターからの次年度契約内容の見
直し依頼について 
野田事務局長より、学協会サポートセンターからの契
約見直し（値上げ）について報告がなされ、承認された。 
３．会員の入会について 
野田事務局長より、会員の入会について提案がなされ
た。新会員の承認は、メールによる持ち回り理事会で行う
ことが承認された。以前は学会の当日申し込みで、会員割
引ができたが、これからは認めないことが確認された。 
入会審査が遅れた人に対する詫び状に関しては（個人
名で出すか出さないかなど）、常任理事会で話し合い、決
定することが確認された。 
４．次回日程 
次回の理事会は、11 月 21 日（土）に開催されること
が確認された。 
 
第 88・89 回常任理事会の議事録 
本部事務局長 野田真里（中部大学） 
第88回常任理事会の議事録 
日 時：2009 年 3 月 28 日（土） 17:00-19:00 
場 所：法政大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭民副会長、
高橋基樹副会長、勝俣 誠、山形辰史、磯田厚子、勝
間靖、鈴木紀各常任理事、野田真里事務局長 
 議事次第  
報告事項 
１．ニュースレター（4月号）発行について 
勝間広報委員長より掲載内容につき、第 10 回春季大
会案内、下村副会長メッセージ、学会賞公募、第 20 回
全国大会案内、支部・研究部会報告、常任理事会議事録、
入退会等との報告があった。 
２．第10回春季大会（6月 6日、日本大学）の進捗状況 
について 
高橋副会長より、以下のとおり報告がなされた。①研
究報告に 40 本をこえる応募があり、4 月 4 日にプロコミ
開催を開催して審査を行う、②20 周年にむけて「開発を
問いなおす」趣旨の共通論題や企画セッション開催して
いくこと、③参加費を正会員 3000 円、学生会員 1500
円、非会員 6000 円とする。 
３．2008 年度会計報告における特別活動基金の翌年度繰
越金について 
勝俣会計委員長より次の通り訂正があった。（誤）
1,838,965 円（正）1,738,965 円。 
４． 韓国国際開発協力学会（KAIDEC）の新役員および今
年度の交流の方向について 
山形常任理事より以下のとおり報告がなされた。①ス
ン前副会長（慶煕大学校）が新会長に就任し、事務局長
にはカク教授（慶煕大学校）、国際交流担当は金教授（梨
花女子大学校） 
・第 20 回全国大会（立命館 APU）にて、KAIDEC との
共同セッションを開催の方向で検討。 
５．その他－各委員会からの報告等 
・鈴木編集委員長より、以下の通り報告がなされた。①6
月に 18 巻 1 号を発行する予定であり、内容は論文 7
本、報告 3 本、研究ノート 1 本、書評等、②18 巻第 2
号は、和田委員が編集し「開発援助の再生」特集を組
み、10 本程度の論文を掲載予定。 
・磯田選挙管理委員長より、学会名簿の編纂につき次回
常任理事会に提案するとの報告がなされた。 
 
協議事項 
１．20周年記念事業について 
下村副会長より、3 月 28 日（土）開催の記念事業委
員会での議論のまとめが報告され、それに基づいて討議
を行った結果、以下の内容で理事会提出のための原案を
作成することになった。 
・予 算： 
英文図書刊行に特別活動基金より 250 万円、その他事
業には特別活動基金の残額に前年度繰越金からの充当を
加えて 2010 年度に 400 万円程度を予定。 
・事業内容： 
－ 20 － 
以下の事業を柱に実現にむけて引き続き検討する。 
① シンポジウム： 
2010 年度全国大会の前日に記念シンポジウム「ポ
スト・グロバリゼーションにおける開発」（仮、ほか
の幾つかのテーマを検討）を開催するほか、全国大会
でいくつかの関連企画セッションを開催する。 
② 若手の育成・途上国の研究者との交流 
20 周年をスタートとし、中長期的な視野で推進す
る。2009 年の大会で要項発表し、2010 年に公募（公
開コンペ）、審査を行う。採用者にはこれを踏まえて、
2011 年の大会で成果発表を行ってもらう。 
③ 英文図書の刊行： 
4 月中に原稿が揃い次第、整理してアジア経済研究
所からマクミラン社に紹介をお願いし、出版の準備を
進める。予算 250 万円。編者は豊田、佐藤寛、西川、
松岡各会員。豊田会員に全体の取りまとめを引き続き
お願いする。 
④ その他 
学会ロゴの作成およびポスターセッションへの表
彰を検討する。 
上記の点に加え、学会の国際展開、「研究公害」防止
に向けての「倫理綱領」設定等、いくつかのアイデアも
出されたが、議論の余地があり、引き続き記念事業委員
会で検討することとなった。 
２．繰越金の有効活用に関する提案について 
・繰越金の有効活用にあたっては、「余剰金をどう使う 
か」という発想ではなく、「本学会がこれまでの20年
の成果と課題を踏まえて、次の10年間を展望する構想
に則って事業計画を錬る必要がある」点が確認された。 
・野田事務局長より若手の育成・交流および学会の国際
化について、添付資料⑤に基づいて説明があり、議論
の結果以下のとおりとなった。 
① 若手の育成・交流： 
20 周年事業をスタートとし、本学会の活動の新し
い柱として中長期的にとりくんでいく方向が確認さ
れ、具体案につき引き続き検討することとなった。内
容としては、日本の若手の海外での研究の支援、ポス
ターセッションの充実および優秀者の韓国国際開発
協力学会等海外の学会での発表支援、途上国の若手を
日本に招聘しての研究交流（日本の開発経験を学ぶ
等）等を中心に、引き続き検討することとなった 
② 本学会の国際化・ネットワークの促進： 
すでにスタートしている韓国国際開発協力学会と
の交流を軸に、東アジア地域、アジア太平洋地域を視
野にネットワークを促進していく方向で、引き続き検
討することとなった。 
③ 学会賞への賞金の授与 
下村副会長より、賞選考委員会での議論の説明があ
り、これを踏まえて検討した結果、以下のように学会
賞に副賞をつける案が採択された。副賞は本年度から
授与する方向で 6 月の理事会に諮ることにした。 
・学会賞 30 万円、奨励賞 10 万円（著書、論文とも同
額）。受賞者のスピーチは総会で行う。 
・学会誌への投稿の活性化ためのインセンティブにつ
いては引き続き検討する。 
３．学会ニュースレターにおける国際開発・協力分野の
出版動向の紹介（西川会長） 
西川会長より見本版の紹介および提案がなされ、常任
理事会として以下のとおり決定した。①ニュースレター
年 4 号のうち、大会報告がない 4 月月号および 10 月号
に国際開発・協力分野の出版動向を掲載、②日本語の学
術書を基本とし、学会員の著作を優先、③一回 20 点程
度を紹介、④広報委員会より中野佳裕会員に業務委託し、
若干の経費を計上する。 
４．元ニューヨーク支部の前年度会費および会費滞納会
員の扱いについて 
野田事務局長から現状について説明があり、常任理事
会としては以下のとおり決定した。①元 NY 支部会員の
2009 年度会費については他の海外在住の会員と同様に
徴収する、②前年度会費およびこれまでの滞納状況につ
いて、元NY 支部関係者をつうじて引き続き調査を行う、
③元NY 支部の会計資料および入出金状況についても同  
様に引き続き調査を行う。 
５．会員の退会・入会について（野田事務局長） 
・別添資料②のとおり承認された。 
６．｢国際開発学会常任理事会内規（仮）｣尾よび新「入
会申込書」について 
・野田事務局長より、前回常任理事会にて制定が決定さ
れた「国際開発学会常任理事会内規（仮）」について、
別添資料③のとおり提案があり、了承された。これと
関連し、添付資料④「入会申込書（改訂版）」（案）に
ついて提案があり、了承された。 
・なお、「国際開発学会常任理事会内規（仮）」の透明性
の確保のため、制定および改定にあたっては理事会に
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報告すること、会員にかかわる事項については随時ニ
ュースレター、ホームページ等を通じて周知すること
となった。 
７．学会への書評依頼謹呈図書の扱い 
・学会誌編集委員会が担当することが確認された。 
８．学会誌の寄贈（野田事務局長） 
 図書館、開発関係機関等への学会誌への寄贈は原則と
して行わず、これら機関には賛助会員としての入会また
は販売（1 冊 3000 円、ただしセット購入の場合は 1 冊
1500 円－常任理事会決定）を促進することが確認された。 
９．次回日程 
6 月 5 日（金）、第 10 回春季大会（日本大学）の前日
に開催する。 
添付資料 
資料①「学会ニュースレター出版動向の紹介の論点」お
よび見本（回覧） 
資料②「入・退会希望者リスト」 
資料③「国際開発学会常任理事会内規（仮）」（案） 
資料④「入会申込書（改訂版）」（案） 
資料⑤「繰越金の有効活用に関する提案」（案 1） 
以上 
第89回常任理事会の議事録 
日 時：2009 年 6 月 5 日（金）17:00－20:00 
場 所：藤沢産業センター 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤会長、下村恭民副会長、
高橋基樹副会長、勝俣誠、山形辰史、磯田厚子、鈴木
紀各常任理事、野田真里理事・事務局長 
 
 議事次第  
報告事項 
１．学会誌第18巻 1号の内容と、編集委員の交代につい
て 
 鈴木常任理事（編集委員長）より、2009 年 6 月中旬
に発刊予定の学会誌『国際開発研究』第 18 巻 1 号の内
容と、編集委員である「藤田幸一会員の就任」について
報告があった。 
２．元ニューヨーク支部の前年度会費、および会費滞納
会員の扱いの進捗状況について 
 野田事務局長より、元ニューヨーク支部の会費徴収の
現状について報告があった。2008年度は会費の徴収が出
来ておらず、現時点で最後の元支部長とも連絡がついて
いない。支部所属の会員数も定かではなく、会費徴収が
行われていたかも不明。過去に支部長を務めていた藤村
会員に確認を行うと共に、9月の常任理事会で今後の
対応を決定し、11月の総会で決着をつけることが確認さ
れた。 
 
協議事項 
１．第48回理事会の議題の確認について 
西川会長より第 48 回理事会の議題について報告があ
った。2009 年度予算についての若干の見直し、技術的訂
正については、勝俣会計委員長より報告することが追加
された。また、議題に元ニューヨーク支部についての報
告を追加することになった。常任理事会の内規について
は、これは明文化されていない慣習等を事務的にまとめ
たものなので、報告事項とすることが確認された。 
２．20周年記念事業について 
 下村副会長より、20 周年記念事業について進捗が報告
された。2010 年の全国大会で前夜イベントを行うこと、
9 月に委員会を招集し、内容について決定する予定であ
ることが報告された。若手研究者育成支援については、
その実施が合意され、西川会長、野田事務局長が中心に
予算の確認を行うことが報告された。開発研究の方法論
を問い直すことを目的にフィールド調査についての再検
討を行い、全国大会で経験を共有することが報告された。
また新たに国際開発学会 20 年の歴史を取りまとめる事
業を実施することが提案されその内容と方法について検
討してゆくこととした。詳細については次回委員会で検
討する。 
３．若手人材育成・交流について 
 野田事務局長より、若手人材育成・交流事業について、
今後のアクション・プランが報告された。20 周年記念事
業委員会では、事業立ち上げを行い、事業の運営は中長
期的に実施していくこと、そのためには常設の委員会の
設置なども視野に入れていくことが確認された。秋季の
総会で要綱を決定することが確認された。 
４．20周年記念事業特別委員会の設置にともなう特別活
動基金の執行および予算の組み替えについて 
野田事務局長より 20 周年記念事業の予算については、
特別活動基金の繰越金 1,738,965 円を 20 周年委員会が
執行すること、さらに予備費から 220 万程度を投入し、
総額 400 万円の予算を見積もることが議題に出され、合
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意された。20 周年記念事業特別委員会の委員会運営費
（会議費等）は、特別活動基金の繰越金を使用すること
で合意された。 
５．会員名簿の作成について 
 磯田常任理事より今年度の会員名簿作成について今後
のスケジュールと掲載情報についての確認と報告がなさ
れた。名簿掲載会員については、第 48 回理事会で承認
を得た新規会員までとすることが合意された。また所属
会員の専門、関心分野についてのアンケートは名簿作成
とは別に本部事務局で実施することが合意された。7 月
のニュースレター発送にあわせて専門分野の調査を実施
する。 
６．学協会サポートセンターからの次年度契約内容の見
直し依頼について 
 野田事務局長より、学協会サポートセンターより提案
を受けている契約内容の見直し案について報告がされた。
理事会では、交渉は事務局長が行い、最終判断を常任理
事会に委ねてもらうことで了承を得るよう報告すること
で合意した。 
７．入会のプロセス、会員資格の発効、および入会申込
書の改訂について 
 野田事務局長より、入会プロセスについて現状の報告
と、定款に従った運営を実施していくことが報告され、
入会までのプロセスについて確認がされた。提案（案 2）
で合意がなされ、理事会の開催については、メールによ
る入会申込書の持ち回りなどで対応することが確認され
た。会員サービスの提供は理事会承認、会費納入をもっ
て開始とすること、学会発表、学会誌投稿については、
承認をもって仮登録とすることで合意された。 
８．第20回全国大会について 
 高橋副会長より、第 20 回全国大会（大分、立命館ア
ジア太平洋大学）の準備状況について報告された。6 月
中には会場を視察することが報告された。 
９． 第 20回全国大会における韓国国際開発協力学会と
の連携について 
 山形常任理事より、韓国国際開発協力学会との連携に
ついて、現在までの進捗状況が報告された。Emerging 
Donors をテーマにセッションを持つことで協議が進め
られていること、今後三好大会委員長に了解を取りなが
ら実施していくことが確認された。現在までに開催につ
いての予算は見積もりをしていないが、韓国から 1 名、
または 2 名の招聘を検討し、調整を進めていく。 
10．来年以降の春季大会、全国大会の開催場所について 
次年度春季大会、秋季大会の会場として北海道大学、
早稲田大学等が検討されている旨報告があり、候補校と
協議をすすめていくことが承認された。 
11．学会HP内の「大会」ページの改訂について 
 高橋副会長より、学会ホームページのアップデートに
ついて報告された。今後広報委員会を中心に全面的な更
新を行っていくことで合意された。これまでの役員一覧
なども更新が滞っていることから、早急に対応すること
で合意された。勝間広報委員長の日本帰国を待って対応
する。 
12．会員の入会、退会について 
 野田事務局長より、第 89 回常任理事会承認予定の学
会新規入会者、退会者が報告され、常任理事によって確
認された。入会者は 69 名、退会者は 5 名であった。 
13．常任理事会内規について 
 野田事務局長より前回第 88 回常任理事会で承認され
た「常任理事会内規」についての確認がなされた。理事
会で報告することが確認された。 
14．次回日程 
 次回常任理事会は 9 月 12 日（土）で開催することが確
認された。                 以上 
 
学会誌編集委員会より 
鈴木 紀（国立民族学博物館） 
昨年 11 月に鈴木紀（国立民族学博物館）が新編集委
員長に就任した。今年に入り、編集委員が 2 名交代し、
野上裕生会員（アジア経済研究所）と松尾弘会員（慶応
大学）が編集委員会に加わった。こうして編集委員会は
心機一転、『国際開発研究』の編集作業にとりくんでいる。 
現編集委員会は、会員に対するサービス向上のため、
論文の投稿から誌上掲載までの時間を少しでも短縮した
いと考えている。現状では、最長で 2 年以上かかる場合
もある。これでは学会誌の使命である、研究成果の共有
による会員の研究促進に寄与しているとはとてもいえま
い。長い時間がかかる理由は、編集作業がいくつもの段
階にわかれており、各部分での小さな遅れが、全体的に
は大きな遅れにつながるためである。 
編集作業は通常次の 8 段階をたどる。論文投稿後、①
編集委員会で当該論文に対する査読担当委員を決定、②
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査読担当委員が査読者を選定、③査読（原則 2 カ月間）、
④編集委員会で査読結果を審査、⑤必要な場合はリライ
ト（書き直し）（原則 2 カ月間）、⑥修正原稿を査読担当
委員が再査読、⑦編集委員会で掲載の可否と投稿カテゴ
リーを最終決定、⑧校正などの刊行準備からなる。この
うち①、②、④、⑥、⑦、⑧は編集委員会の努力で短縮
可能であり、まずはこの部分で効率的な作業を心がけた
いと思っている。 
③の迅速化には査読者の協力が必要である。編集委員
会は、投稿論文の内容にふさわしい査読者を 2 名選定す
る。会員諸氏に査読が依頼された場合、査読は会員の義
務かつ権利であると考えていただき、余程の事情がない
限り協力をお願いしたい。また査読期間の 2 カ月はあく
までも最長の場合であり、一刻も早く査読結果を編集委
員会にもどしていただければ幸いである。一方、⑤のリ
ライトについては、投稿者に再提出の締め切り厳守をお
願いしたい。また編集委員会からのコメントにどのよう
に対応したかが明瞭に分かる形で修正稿を執筆していた
だければ、再査読に要する時間の短縮がはかられよう。 
以上をまとめれば、『国際開発研究』の質的向上には編
集委員会の努力に加えて、会員諸氏の協力が不可欠とい
うことである。今後とも一層のご支援、ご協力をお願い
したい。また上記の編集方法についてご意見やアドバイ
スがある方は、journal@jasid.org までお寄せいただき 
たい。 
              （文責：鈴木 紀） 
 
会員名簿作成への協力のお願い 
   総務担当常任理事 磯田厚子 （女子栄養大学） 
総会で承認のとおり、「会員名簿」を作成致します。会
員相互の円滑な情報交換や協力を進めるために、連絡先
が分かる名簿にする予定です。 
個人情報保護の観点から、名簿に記載したくない項目
を確認させて頂きます。同封の確認葉書を、8 月末必着
で返送ください。提出がない場合、掲載承認と判断する
こともありますので、必ず送付ください。海外会員の方
は、下記メールまでお返事ください。 
発行は 10 月下旬を予定しています。ご協力のほど、
お願い申し上げます。 
連絡先： meibo@jasid.org 
広報委員会より 
            広報委員長 勝間 靖（早稲田大学） 
広報委員会を任されてから、３号目のニューズレター
を発行することになる。これまでの良いところを引き継
ぎながらも、さらに会員の皆様にとって役に立つものへ
と少しずつ進化させていきたいと思っている。前号にお
いて、「新刊書のご案内」のコーナーを設けたが、半年に
一回くらいの頻度で掲載の予定である。これに限らず、
遠慮なく、ご意見やご批判をいただきたい。ただ、広報
委員会のキャパシティはかなり限られているので、すべ
ての要望にはお応えできないかもしれないが。 
そうした理想を持ちながらも、実際には、依頼した原
稿の収集に苦しんでいるのが現実である。ニューズレタ
ーは発行日が決まっているので、それに合わせて印刷所
にもスタンドバイしてもらっている。しかし、締切日に
届かない原稿もあり、予定通りにはいかず、印刷所にご
迷惑をおかけすることも多い。 
広報委員会は、原稿執筆者と印刷所との板挟みに合う
わけだが、できるだけ発行日が遅れないように、執筆者
に原稿の催促をしつこくさせて頂くこともある。執筆者
がお忙しいのは承知しているが、このニューズレターが
届くのを楽しみに（？）待っていてくださる会員のため
にも、今後とも「締切厳守」にご協力いただけると幸い
である。 
 
入退会会員のお知らせ 
 
入会希望者（順不同・敬称略）  
（正会員－19 名） 
佐藤一彦（なし）、鈴木弥生（関東学院大学）、堤和男（国
際協力機構）、櫻井里穂（京都大学）、岡村美由規（広島
大学）、工藤正樹（国際協力機構）、浅野史代（日本学術
振興会）、宇田川光弘（なし）、矢守克也（京都大学）、浅
川晃広（名古屋大学）、樋口倫代（名古屋大学）、河口真
一郎（ヨーロッパ復興開発銀行）、林裕（在ナイジェリア
日本大使館）、海口雅啓（社団法人青年海外協力協会）、
内田りな（JICA 研究所）、高橋華生子（早稲田大学）、
吉田秀美（法政大学）、柾本伸悦（広島経済大学）、山根
弘子（立命館大学） 
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（学生会員－50 名） 
フベンピエル・アンソニー・ディンディン（東京工業大
学・大学院生）、内田豊海（広島大学・大学院生）、松永
彩（広島大学・大学院生）中和悠（広島大学・大学院生）、
渡邊耕二（広島大学・大学院生）、高橋司（中央大学・大
学院生）、坂上奈津季（東京大学・大学院生）、岩下優海
（東京大学・大学院生）、山崎優子（大阪大学・大学院生）、
桑垣隆一（名古屋大学・大学院生）、高松龍一（東京国際
大学・大学院生）、小笹綾子（広島市立大学・大学院生）、
大久保亮宏（名古屋大学・大学院生）、相原洋子（名古屋
大学・大学院生）、山内弘美（東京大学・大学院生）、中
条真帆（東京大学・大学院生）、若松万里子（神戸大学・
大学院生）、北川智佳子（神戸大学・大学院生）、井上慶
子（神戸大学・大学院生）、梅野知子（神戸大学・大学院
生）、岩崎沙織（神戸大学・大学院生）、廣瀬優（神戸大
学・大学院生）、竹谷麻莉子（神戸大学・大学院生）、
REGMI Shiva Prasad（神戸大学・Research Student）、
ワタナミサイ・チャンソンプー（広島大学・大学院生）、
劉家勇（神戸大学・大学院生）、陳凱娜（早稲田大学・大
学院生）、竹内愛（名古屋大学・大学院生）、ジャワラ・
バラス（九州大学・大学院生）、太田妃樹（神戸大学・大
学院生）、高松森一郎（広島大学・大学院生）松本知子（早
稲田大学・大学院生）、眞子岳（東洋大学・学部生）、木
下俊和（熊本学園大学・大学院生）、藤田良彦（アジア経
済研究所開発スクール、研修生）、Jeffrey Morrow（熊
本学園大学・大学院生）、仲田和正（宇都宮大学・大学院
生）、上澤宏之（亜細亜大学・大学院生）、松山匡延（広
島大学・大学院生）、田中裕子（東京大学・大学院生）、
中村洋（法政大学・大学院生）、宮野拓也（東京大学・大
学院生）、大曲由起子（東京大学・大学院生）、華井和代
（東京大学・大学院生）堀 佐知子（東京大学・大学院
生）、中川恵理子（東京大学･大学院生）、川瀬 翔平（東
京大学・大学院生）、菊地由香（東京大学・大学院生）、
栗原俊輔（横浜国立大学・大学院生）、出町一恵（神戸大
学・大学院生） 
入会希望者合計：92 名 
（正会員‐36 名、学生会員‐56 名） 
退会者順不同・敬称略 
退会希望者合計：5 名（正会員‐5 名、学生会員‐0 名） 
賀来公寛、甲賀大吾、森健、Tri Widodo、竹内常善 
会員数動向 
2008 年度末（10 月 31 日）現在：1649 名 
 ＊第 47 回理事会、第 19 回会員総会報告済み 
2009 年 6 月 5 日現在：1719 名 ＊第 48 回理事会承認
予定を含む 
増減：＋70 名 
＊ニュースレター第72号訂正とお詫び 
「入退会のお知らせ」につき、以下の点を訂正いたし
ます。 
（誤）退会者（正会員－15 名）→ 
（正）退会者（正会員－14 名） 
退会者のうち、関谷雄一様のお名前がダブっておりま
した。ここに訂正するとともにお詫び申し上げます。 
以上 
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